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(57)【要約】
【課題】博覧会等で建設される仮設の大空間構造物が、
規模縮小されてリユースされる場合において、ほぼ全部
の既存部材を再利用できる構造物のリユース方法を提供
する。
【解決手段】規模縮小された建物１aの屋根架構２bは、
元建物１の屋根架構２に対して屋根架構寸法比Ａ1/Ａ（
＝Ｂ1/Ｂ）の相似形であり、トラスせい寸法比d/Ｄと一
致する。規模縮小後のトラス各部材１０、１１、１２，
１３は、図５に示すように、トラス上弦節点間寸法の比
Ｓ1/Ｓに対応するように、部材の片端もしくは両端（図
５（a）の斜線部）が切除され、図５（b）のように、形
状寸法が相似形のトラスに組み直される。
【選択図】図５
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
　構造物の架構をリユースする場合において、規模縮小後の架構形状寸法が元の架構と相
似形であって、前記元の架構を構成する各部材の規模縮小後の節点間長さが、前記相似形
の比率に合わせた長さになるように、規模縮小前の前記各部材の一端もしくは両端の一部
が切除加工されることを特徴とする、構造物のリユース方法。
【請求項２】
　構造物の屋根架構をリユースする場合において、規模縮小後の屋根架構形状寸法が元の
屋根架構と相似形であって、前記元の屋根架構を構成する各部材の規模縮小後の節点間長
さが、前記相似形の比率に合わせた長さになるように、規模縮小前の前記各部材の一端も
しくは両端の一部が切除加工されることを特徴とする、構造物のリユース方法。
【請求項３】
　軸芯回りに捩られている部材が含まれる構造物の架構において、前記捩られている部材
の節点間長さが前記相似形の比率に合わせた長さになるように、規模縮小前の前記捩られ
ている部材の一端もしくは両端の一部が切除加工されると共に、規模縮小後の前記構造物
の架構の形状に合わせた捩じれ角度になるように規模縮小後の前記捩られている部材がそ
の軸芯回りに追加捩りを加えられることを特徴とする、請求項１または請求項２記載の構
造物のリユース方法。
 
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、博覧会等で建設される短期間のみ使用される大規模展示場のような大空間構
造物の屋根架構が、規模縮小されてリユースされる場合における、構造物のリユース方法
に関する。
【背景技術】
【０００２】
　従来、例えば、博覧会等で建設される大規模展示場等は、短期間使用の仮設建物として
建設されることがあり、その場合、解体後にその架構部材を再利用することを前提として
設計・施工されることがあった。
【０００３】
　全く同じ建物としてリユースされる場合は問題ないが、例えば、図１に図示の建物１に
おいて、そのトラス構造の屋根架構２（平面寸法ＡｘＢ、梁せいＤの平版形）を規模縮小
して、図２に示すように、規模縮小された建物１aとしてリユースする場合に、屋根架構
２の中央部架構２a（平面寸法Ａ1ｘＢ1、梁せいＤの平版形）の部分のみを残して、その
他の架構部分を省いたとすると、平面寸法の比がＡ1/Ａ＝Ｂ1/Ｂであったとしても、リユ
ース後の架構（中央部架構２a）は元の架構（屋根架構２）の相似形とはなり得ず、従っ
て、応力分布も全く変わるため、再利用された部材の強度が必ずしも十分とは限らない。
【０００４】
　即ち、既存の部材がそのまま再利用できるとは限らず、部材強度の検討をし、強度不足
の場合には改めて新たに部材の設計・製作をする必要があった。
【０００５】
　構造物のリユースに関連する先行技術として、例えば、特許文献１あるいは特許文献２
がある。特許文献１では、スパン方向がＨ形鋼の強軸使いのラーメン構造、桁行方向がＨ
形鋼の弱軸使いのラーメン構造とＨ形鋼を強軸使いとした耐震間柱とを組み合わせた構造
を、一定寸法の三次元架構を独立した単位ブロックとする鉄骨造の建物構造の構築方法が
開示されている。この構築方法によれば、桁行方向および張間方向に前記ブロックを連続
して建物を拡張、もしくは縮小できるとしている。
【０００６】
　即ち、既設建物でも、必要な規模になるように、前記ブロックの数を減らしたり増やし
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たりすることができる。しかし、その規模（建物面積）が増減すれば、柱本数も比例して
増減するだけなので、博覧会等で建設される大規模展示場等のように柱のない空間構造を
規模縮小してリユースしようとする場合には、適用できない。
【０００７】
　特許文献２では、競技施設やイベント施設等の比較的大スパンの屋根に適する屋根架構
として、下弦が緊張材である張弦梁と上弦が緊張材である張弦梁とを直交させ、その交差
部に束材を介装して交差梁を構成することを基本とし、緊張材にプレストレスを導入した
張弦梁構造が開示されている。これら各部材同士の接合部は簡易なピン接合であるので、
架構の組立ておよび解体が容易であり、かつ、各部材を高度にリユースすることも可能と
している。
【０００８】
　特許文献２の発明は、本発明が対象としている大空間構造物の屋根架構の分野に属する
が、既存屋根架構をリユースするに際して、交差梁である前記張弦梁の形状寸法はそのま
まに再利用することになるので、リユース後の屋根架構の規模縮小（張弦梁の短縮）は不
可能である。従って、本発明が想定する規模縮小されてリユースされる場合には適用でき
ない。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００９】
【特許文献１】特開２００６－４６０２３号公報
【特許文献２】特許第３９１８７１５号
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【００１０】
　本発明は、博覧会等で建設される短期間のみ使用される大規模展示場のような大空間構
造物の屋根架構が、規模縮小されてリユースされる場合において、サイズはそのままにほ
ぼ全ての既存部材を再利用できる、構造物のリユース方法を提供するものである。
【課題を解決するための手段】
【００１１】
　前記課題を解決するための本発明の手段は、展示場等構造物の架構をリユースする場合
において、規模縮小後の架構形状寸法が元の架構と相似形であって、元の前記架構を構成
する各部材の規模縮小後の節点間長さが、前記相似形の比率に合わせた長さになるように
、規模縮小前の前記部材の一端もしくは両端の一部が切除加工されることを特徴とする、
構造物のリユース方法である。
【００１２】
　また、展示場等構造物の屋根架構をリユースする場合において、規模縮小後の屋根架構
形状寸法が元の屋根架構と相似形であって、元の前記屋根架構を構成する各部材の規模縮
小後の節点間長さが、前記相似形の比率に合わせた長さになるように、規模縮小前の前記
部材の一端もしくは両端の一部が切除加工されることを特徴とする、構造物のリユース方
法である。
【００１３】
　また、本発明は、例えば、屋根架構が複層もしくは単層のトラス構造であって、軸芯回
りに捩られている部材が含まれる構造物の架構において、前記部材の節点間長さが前記相
似形の比率に合わせた長さになるように、規模縮小前の前記捩られている部材の一端もし
くは両端の一部が切除加工されると共に、規模縮小後の前記屋根架構の形状に合わせた捩
じり角度になるように、規模縮小後の前記捩られている部材がその軸芯回りに追加捩りを
加えられることを特徴とする、前記の構造物のリユース方法である。
【００１４】
　本発明は、以上のような手段であるので、展示場等構造物の屋根架構をリユースする場
合において、規模縮小後の架構形状寸法が元の架構と相似形であるようにすれば、架構を
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構成する全部材は相似比率に応じて短くなるが各部材の剛比はそのままなので、応力値は
変わっても応力分布状態は変わらない。しかも、規模縮小により前記架構に作用する荷重
効果は低減されるため、前記応力値が小さくなるので、それら前記部材の強度は元の架構
の時よりも余裕度が増すことになる。即ち、部材長さを短くするだけで（即ち、部材断面
サイズはそのままで）同じ部材が再利用できるので、改めて部材の設計・製作をする必要
がない。
【００１５】
　また、部材同士が接続される節点の接合部については、元の接合方式がボルト接合であ
れば、前記部材の切除加工された端部の方を前記節点の節点接合部材に合うようにボルト
孔加工すれば、そのまま再利用が可能となる。
【００１６】
　部材寸法（長さ、断面）と応力および変形の関係について説明する。例えば、極簡単な
例（図７(a),(b)参照）として、1本の単純梁Ｇに載荷された単位長さ当りの鉛直等分布荷
重ｗによる最大の曲げモーメントＭと最大のたわみδは、次式のようになる。

【数１】

【数２】

　　　但し、ｗ：鉛直等分布荷重、L：梁の長さ（支点間寸法）
　　　　　　Ｅ：ヤング係数、I：梁の断面二次モーメント
【００１７】
　上記（式１）および（式２）から分かるように、部材（単純梁Ｇ）に作用する曲げモー
メントＭは長さLの２乗に比例し、たわみδは長さLの４乗に比例する。
【００１８】
　ここで、前記単純梁Ｇが下記の断面性能を有するトラス梁Ｔ（図８参照）であったとし
て、相似的に縮小された後のトラス梁Ｔ1の曲げ耐力Ｍ1とたわみδ1への影響を述べる。
【００１９】
（トラス梁Ｔ）
　　　断面係数Ｚ＝a・ｊ、断面二次モーメントＩ＝a・ｊ2/2
　　　　但し、a：片側の弦材断面積（上下弦材とも同じとする）
　　　　　　　ｊ：上下弦材の重心間寸法

【数３】

　　　但し、Ｆ：材料強度

【数４】

（トラス梁Ｔ1）
　相似比率をα（＜1.0）として（式３）、（式４）のｊ、Lをαｊ、αLに置換えて、断
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【数５】

【数６】

【００２０】
　上記（式３）および（式４）と（式５）および（式６）との比較で分かるように、（式
３）および（式４）と（式５）および（式６）は、(式５)と(式６)においてそれぞれ、相
似比率αと相似比率αの２乗が乗じられていることを除いて同じなので、トラス梁Ｔ1は
トラス梁Ｔに比べて、元の曲げ耐力Ｍ0はα倍に低下し、元の断面二次モーメントＩ、つ
まり、たわみδ0はα2倍に減る。
【００２１】
　一方、部材（トラス梁）長さLがα倍になると、前述のように、曲げモーメントＭは長
さLの２乗に比例して減ってα2倍になるので、例えば、部材断面サイズがそのままで規模
縮小後に形状寸法が元に対して相似形で、トラス梁の長さLと上下弦材の重心間寸法ｊが5
0％（＝α）になったとすれば、曲げ耐力はα倍に低下するが作用する曲げモーメントＭ
がα2倍に減少するので、規模縮小後のトラス梁の曲げ耐力の余裕度はα/α2＝２．０倍
になる。また、たわみはα2＝０．２５倍と大幅に改善される。
【００２２】
　以上は単純梁の場合であったが、より複雑な場合として、例えば、図９のような円筒形
の立体トラス架構を、部材断面サイズはそのままで辺長Ａ、Ｂおよび梁せいＤを相似的に
２/３に縮小して、図１３のような縮小架構とした場合で検証する。これら図中の符号お
よび設計条件は次の通りである。
【００２３】
　（共通）△印：支点、矢印：支点移動可能方向
　（図９～図１２：元架構）張間Ａ×桁行Ｂ：６０ｍ×６０ｍ、トラス成Ｄ：３ｍ、上下
弦材：H-300ｘ150ｘ6.5ｘ9および（一部に）H-294ｘ200ｘ8ｘ12、ラチス材：φ-139ｘ4.5
および（支点近傍のみに）φ-165.2ｘ5またはφ-190.7ｘ5.3、固定荷重（鉛直等分布）：
1907N/m2  
【００２４】
　（図１３～図１６：縮小架構）張間Ａ1×桁行Ｂ1：４０ｍ×４０ｍ、トラスせいｄ：２
ｍ、上下弦材：H-300ｘ150ｘ6.5ｘ9および（一部に）H-294ｘ200ｘ8ｘ12、ラチス材：φ-
139ｘ4.5および（支点近傍のみに）φ-165.2ｘ5またはφ-190.7ｘ5.3、固定荷重：2293 N
/m2

　上記縮小架構は元架構の相似形なので、当然、各部材の配置も同じである。
【００２５】
　ここで、上記のような版状架構における応力・変形と架構寸法との関係について、コン
クリートスラブのような連続体の正方形平版との類比にて述べる。四辺単純支持（前記立
体トラス架構の支点条件と同様）の場合の最大曲げモーメントＭsと最大たわみδsは、版
の中央で生じ、次式のようになることが知られている。
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【数７】

【数８】

　　但し、C1、C2、C2
’：係数（無次元）、p0：鉛直等分布の単位荷重（kN/m2）、

　　　　　L：辺長（ｍ）、E：ヤング係数（kN/m2）、ｔ：版厚（ｍ）、
　　　　　I：版の断面二次モーメント（ｍ4/ｍ）
　即ち、最大曲げモーメントは長さの２乗に比例し、最大たわみは長さの４乗に比例しか
つ版の断面二次モーメントに反比例する。
【００２６】
　上式は連続体の場合なので、連続体ではない前記のような立体トラス架構に当て嵌める
と、既述ように、１台のトラス梁の断面二次モーメントＩ1は a・ｊ2/2 であり、（式８
）の断面二次モーメントIは版の単位幅当りの値であることを考慮すると、１台のトラス
梁の支配幅をｓとすれば、Ｉ＝Ｉ1/sと置ける。よって、（式８）は、
【数９】

　　　但し、ｓ：１台のトラス梁の支配幅（ｍ）
となる。
【００２７】
　次に、相似的に長さがα倍に縮小された場合は、次のようになる。
　最大曲げモーメントは、（式７）のLをαLと置いて、

【数１０】

　最大たわみは、（式９）のL、ｊ、ｓをそれぞれαL、αｊ、αｓと置いて、
【数１１】

となる。
【００２８】
　（式７）および（式９）と（式１０）および（式１１）との比較から分かるように、（
式７）および（式９）と（式１０）および（式１１）は、(式１０)と(式１１)においてそ
れぞれ、相似比率αの２乗と相似比率αの３乗が乗じられていることを除いて同じなので
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、相似比率αの縮小架構は元架構に比べて最大曲げモーメントはα2倍に、最大たわみは
α3倍になることが分かる。
【００２９】
　例題の前記立体トラス架構においてはα＝2/3なので、最大曲げモーメントは（2/3）2

＝0.444倍、最大たわみは（2/3）3＝0.296倍に相当する。但し、これらは（式１０）およ
び（式１１）から分かるように、単位面積当りの鉛直等分布荷重p0に比例するので、鉛直
等分布荷重p0が変わる場合は補正が必要である。
【００３０】
　一例として、図９および図１３の円筒形立体トラス架構における固定（鉛直）荷重時の
三次元応力解析結果を、それぞれ図１０～図１２および図１４～１６に示す。各図共、図
１０、図１４が上弦材、図１１、図１５が下弦材、図１２、図１６がラチス材の軸力を示
し、線幅の広い程軸力が大きく、ハッチングありが圧縮力、ハッチングなしが引張力であ
る。各図中に表記の大きな数字は、最大の引張および圧縮の軸力値（kN）である。
【００３１】
　軸力の最大値は、元架構である図９の架構では、図１０上弦材（引張272.0kN、圧縮730
.9kN）、図１１下弦材（引張444.9kN、圧縮490.5kN）、図１２ラチス材（引張185.5kN、
圧縮223.6kN）となっている。一方、縮小後の図１３の架構では、図１４上弦材（引張140
.4kN、圧縮381.5kN）、図１５下弦材（引張235.4kN、圧縮259.1kN）、図１６ラチス材（
引張95.9kN、圧縮117.1kN）となっている。
【００３２】
　図１０～図１２と図１４～図１６とを比較すると、それぞれの最大軸力発生部材は同じ
位置であり、かつ、引張および圧縮の各軸力最大値の図１０～図１２に対する図１４～図
１６の比率は、図１０、図１４上弦材（引張0.517、圧縮0.522）、図１１、図１５下弦材
（引張0.529、圧縮0.528）、図１２、図１６ラチス材（引張0.517、圧縮0.524）となって
いる。
【００３３】
　以上の結果と、（式１０）および（式１１）より推定される結果とを比較してみる。ト
ラス梁の弦材軸力Ｎは、Ｎ＝Ｍ/トラスせい（Ｄ＝３ｍ、ｄ＝２ｍ）の関係があるので、
（式１０）および（式１１）の関係は、そのまま弦材軸力にも当て嵌まる。
【００３４】
　よって、ここでは前記解析結果の弦材軸力との比較をする。図９～図１２の元架構に対
する図１３～図１６の縮小架構の相似比率αが２/３の場合の弦材軸力は、（式１０）よ
りα2＝（２/３）２倍である。しかし、トラス部材の断面サイズが元のままなので、図９
の元架構に対する図１３の縮小架構の単位面積当り重量ｗの比が、２２３９/１９０７＝
１.２０倍と重くなる点を考慮し補正すると、弦材軸力の相当倍率βは、β＝（２/３）２

ｘ１.２＝０.５３３倍となる。
【００３５】
　前記解析結果による部材軸力最大値の図１０～図１２に対する図１４～図１６の比率は
、前記の通り、０．５２～０．５３倍なのでβとよく一致している。即ち、図９のような
立体トラス架構の場合においても、架構を相似的に縮小する方法によれば、応力分布状態
はほぼ変わらず、かつ相似比率に応じて応力の絶対値が小さくなるため、各部材の耐力は
元架構の時よりも一様に余裕度が増す。
【００３６】
　また、変形の解析結果（図示せず）については、最大たわみは中央節点で発生し、図９
の元架構が９.８ｃｍ、図１３の縮小架構が３.４ｃｍであったので、その比率は３．４/
９．８＝０．３４７である。一方、（式１１）のα３を単位面積当り重量ｗの比（＝1.2
）により補正すれば、最大たわみの相当倍率βは、β＝（２/３）３ｘ１.２＝０.３５６
倍なので、ほぼ一致している。
【００３７】
　以上より、構造物の屋根架構を相似的に縮小してリユースする場合において、部材長さ



(8) JP 2021-188301 A 2021.12.13

10

20

30

40

50

を短くするだけで（即ち、部材断面サイズはそのままで）同じ部材を再利用しても、損傷
が無い限り、応力および変形について構造的に問題はないと言える。
【００３８】
　前記大規模展示場等の屋根架構では、その屋根架構を構成する部材に生じる応力の大小
に最も影響を与える曲げモーメントは、主に鉛直荷重により発生することから、構造物を
相似形に規模縮小することによる上記のような効果は、前記大規模展示場等の屋根架構に
おいて、最も期待できる。
【発明の効果】
【００３９】
　本発明は、以上のような手段によるので、次のような効果が得られる。展示場等構造物
の屋根架構を、規模縮小後の架構形状寸法が元の屋根架構と相似形であるようにリユース
する方法によれば、
（1）屋根架構を構成する部材の規模縮小後の強度は、元の屋根架構の時よりも余裕度が
増すことになるので、その部材長さを前記相似形の比率に合わせて短くするだけで、部材
断面サイズはそのままに同じ部材のほぼ全てを再利用することができる。
【００４０】
（2）従って、改めて部材の設計・製作をする必要がない。
（3）元の屋根架構の部材を短く加工することにより、ほぼ全ての部材をそのまま再利用
できるので、資源の有効活用に大いに寄与する。
【図面の簡単な説明】
【００４１】
【図１】トラス構造から成る元の屋根架構の１例を示し、（a）は屋根架構伏図、（b）は
（a）のイ－イ断面矢視図である。
【図２】図１の屋根架構の中央部を残して規模縮小した場合の１例を示し、（a）は規模
縮小後の屋根架構伏図、（b）は（a）のロ－ロ断面矢視図である。
【図３】本発明の第１実施例であり、（a）は、図１の屋根架構を相似形に規模縮小した
後の屋根架構伏図、（b）は（a）のハ－ハ断面矢視図である。
【図４】本発明の第２実施例であって、屋根が円筒形の場合において、図３と同様に規模
縮小した後の屋根架構であり、図３（a）のハ－ハ断面矢視に対応する図である（屋根架
構伏図は省略）。
【図５】本発明の実施例において、トラスの形状寸法を相似形に縮小する方法を説明した
図であり、（a）は元のトラス、（b）は縮小後のトラスを示す。
【図６】図４に図示の屋根架構２c棟部付近のＰ部分拡大伏図（図３（a）のＰ部分に対応
）であって、棟部付近のトラスの上弦材１０と下弦材１１との位置関係を説明した図であ
る。
【図７】図(a),(b)は、それぞれ部材寸法Ｌが曲げモーメントＭとたわみδに及ぼす影響
を、単純梁Ｇを例として説明した図である。
【図８】図７の単純梁Ｇをトラス梁Ｔとした場合の形状寸法を示す図である。
【図９】立体トラス架構の一例であり、架構図を示す。
【図１０】図９に図示する立体トラス架構の固定（鉛直）荷重時の三次元応力解析結果で
あって、上弦材の軸力図を示す。
【図１１】図９に図示する立体トラス架構の固定（鉛直）荷重時の三次元応力解析結果で
あって、下弦材の軸力図を示す。
【図１２】図９に図示する立体トラス架構の固定（鉛直）荷重時の三次元応力解析結果で
あって、ラチス材の軸力図を示す。
【図１３】図９の立体トラス架構を相似的に２/３に縮小した場合であり、縮小後の立体
トラス架構図を示す。
【図１４】図１３に図示する立体トラス架構の固定（鉛直）荷重時の三次元応力解析結果
であって、上弦材の軸力図を示す。
【図１５】図１３に図示する立体トラス架構の固定（鉛直）荷重時の三次元応力解析結果
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であって、下弦材の軸力図を示す。
【図１６】図１３に図示する立体トラス架構の固定（鉛直）荷重時の三次元応力解析結果
であって、ラチス材の軸力図を示す。
【図１７】ボールジョイント方式の立体トラスによる円形ドームを示す架構図であり、図
(ａ)はその原型の斜視図、図(ｂ)は原型の架構を相似的に規模縮小してリユースした架構
の斜視図である。
【図１８】図(ａ)～(ｄ)は、ボールジョイント方式の立体トラスの単位架構について、原
型を相似的に規模縮小する場合の要領を説明した図である。
【発明を実施するための形態】
【００４２】
　本発明の第１実施例を図３乃至図５にて説明する。図３は、図１に示す元建物１の屋根
架構２が相似的に規模縮小されて建物１aの屋根架構２bとなった場合を示す。屋根形状は
平版であって、屋根架構２bは屋根架構２と相似形である。屋根架構寸法比Ａ1/Ａ（＝Ｂ1

/Ｂ）とトラス成寸法比d/Ｄは一致するので、屋根架構２bの全部材の長さは、相似比率に
一致して短くなる。
【００４３】
　図４は、屋根形状が円筒形の場合で、図３と同様にして規模縮小された後の屋根架構２
ｃの断面軸組図（図３のハ－ハ断面矢視に対応）である。
【００４４】
　縮小後の各部材１０、１１、１２、１３を短縮する仕方を説明する。図５に示すように
、トラス上弦節点間寸法の比Ｓ1/Ｓに対応するように、元の各部材１０、１１、１２、１
３の片端もしくは両端の一部（図５（a）の斜線部）が切除され、図５（b）のように、形
状寸法が相似形のトラスに組み直される。
【００４５】
　縮小後の各部材１０、１１、１２、１３の切除側端部には、各節点接合部Ｊに接合する
ための新たなボルト孔（図示せず）が開けられる。この時、各節点接合部Ｊ、Ｊ、・・・
は元のまま再利用するので、例えば、上弦材１０の場合、トラス上弦節点から節点接合部
Ｊ縁端までの寸法ｅは変わらないため、縮小後の上弦材１０の寸法決定では、その点を考
慮する必要がある。
【００４６】
　また、縮小後トラスの形状寸法が元トラスと相似形なので、ラチス材１２の傾斜角度θ
は同じである。
【００４７】
　以上のように、本発明は、屋根架構２が相似形に縮小されてリユースされる方法である
ので、屋根架構を構成する部材の長さを短くすることにより、部材断面サイズはそのまま
にほぼ全ての部材を再利用することが可能になる。
【００４８】
　図６は、本発明の第２実施例に関するトラス構造の屋根架構であって、上弦材と下弦材
が平行ではない（捩れた位置関係にある）場合の、部分的なトラス伏図と断面軸組図であ
る。図３（a）および図４のＰ部（棟部付近）に対応する。
【００４９】
　このように上弦材と下弦材が平行ではない複層トラス構造は、例えば、特許第６４５０
７０７などにおいて知られており、その上弦材と下弦材は、それぞれ部材軸回りに捩られ
ていることが特徴である。また、複層ではなく、部材軸回りに捩られた部材から成る単層
トラス構造もあり、例えば、特許第３４１８６６０において知られている。
【００５０】
　本発明の第２実施例は、そのように部材軸回りに捩られている部材（弦材）を有する複
層トラス構造もしくは単層トラス構造の屋根架構に対する場合である。
【００５１】
　屋根形状が円筒形や２方向曲率を有する複層（もしくは単層）トラス構造の屋根架構で
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は、図６のように、上弦材と下弦材が平行ではなく（複層トラスの場合）、かつそれら部
材が軸回りに捩られて構築される場合がある。
【００５２】
　元の屋根架構の形状寸法が縮小されて相似形になるように、トラスの各部材の片端もし
くは両端を切除して短くするところまでは、実施例１と同じであるが、弦材１０または１
１がその軸回りに捩られているので、その長さを短くすると単位長さ当りの捩れ角度は同
じでも、部材端部での捩れ角度は、元の材長の時よりも少なくなるため、図５（b）に図
示のように、元のまま再利用される節点接合部Ｊと接合する時、両者の接合面が一致せず
、肌隙が生じることになる。
【００５３】
　それを回避するために、規模縮小後の屋根架構の形状寸法に合った部材端部の捩じれ角
度になるように、弦材１０または１１を軸芯回りに追加捩りを加えることが必要となる。
【００５４】
　以上のように、第２実施例は、部材の節点間長さが相似形の比率に合わせた長さになる
ように、規模縮小前の部材１０、１１、１２，１３の一端もしくは両端の一部が切除およ
び穴明加工されると共に、規模縮小後の屋根架構の形状に合った部材端部の捩じり角度に
なるように、短くなったそれら弦材１０または１１に対して軸芯回りに追加捩りを加える
ことを特徴とする、構造物のリユース方法である。
【００５５】
　図１７および図１８は、本発明の第３実施例であって、鋼管部材を節点の鋼球に１本ボ
ルトにて接合するボールジョイント方式の立体トラスで構成される屋根架構（円形ドーム
を例示）を相似的に規模縮小してリユースする場合の説明図である。
【００５６】
　この立体トラスの屋根架構は、図１８(ａ)～(ｄ)に図示のように、主に、８本の鋼管部
材で構成される四角錐体の集合体となっており、規模縮小してリユースする場合は、同図
に示すように、節点間長さが相似形の比率に合う長さになるように各部材を切除し、切除
側の部材端部に、ねじ孔を有する端部金物を新たに溶接し、その端部金物のねじ孔と元の
鋼球のねじ孔とに螺合される新しいボルトを用いて、各鋼管を再度組み立てればよい。
【００５７】
　従って、リユースに際して廃棄される材料は、部材の切除部分と抜き取ったボルトのみ
であり、新規部材は新たに溶接された端部金物とボルトのみである。部材サイズおよびボ
ルトサイズは元のままなので、鋼球はそのまま再利用ができる。
【００５８】
　以上は、屋根架構を相似的に規模縮小するリユース方法について述べたが、これらのこ
とは屋根架構に限定されるものではなく、一般の構造物(例えば、工場や倉庫等)の架構を
相似的に規模縮小してリユースする場合においても同様である。
【００５９】
　即ち、規模縮小後の架構形状寸法が元の架構と相似形であって、元の前記架構を構成す
る部材の規模縮小後の節点間長さが、前記相似形の比率に合わせた長さになるように、規
模縮小前の前記部材の一端もしくは両端の一部が切除加工される方法によれば、応力分布
状態はほぼ変わらず、かつ相似比率に応じて応力の絶対値が小さくなるため、各部材の耐
力は元架構の時よりも一様に余裕度が増し、かつ、最大変形も前記相似比率に応じて大幅
に減少することは、例題の前記立体トラス架構についての応力、変形の検証からも明らか
である。よって本発明は、屋根架構に限定されるものではない。
【産業上の利用可能性】
【００６０】
　本発明は、特に、博覧会等で建設される短期間のみ使用される仮設の大空間構造物が、
規模縮小されてリユースされる場合において、ほぼ全部の既存部材を再利用できるリユー
ス方法であり、資源の有効活用に大いに寄与する。
【符号の説明】
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【００６１】
　１：元建物
　１a：規模縮小後の建物
　２：元の屋根架構
　２a、２b、２c：規模縮小後の屋根架構
　１０：上弦材
　１１：下弦材
　１２：ラチス材
　１３：束材
　Ａ、Ａ1、Ｂ、Ｂ1：屋根架構寸法
　Ｄ、d：トラス成寸法
　Ｇ：梁
　Ｌ：部材（梁）長さ（梁の支点間寸法）
　Ｍ：曲げモーメント
　δ：たわみ
　Ｓ：元の屋根架構におけるトラスの上弦節点間寸法
　Ｓ1：規模縮小後の屋根架構におけるトラスの上弦節点間寸法
　ｅ：トラス節点から節点接合部縁端までの寸法
　θ：ラチス材の傾斜角度

【図１】 【図２】
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